
 

東大阪市立スポーツホール条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

 

  令和８年７月３１日 

東大阪市長 野 田 義 和  

  



東大阪市規則第６６号  

 

   東大阪市立スポーツホール条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 東大阪市立スポーツホール条例施行規則（令和２年東大阪市規則第２３号）の一部を次

のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように 

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（専用使用の許可の申請等） （専用使用の許可の申請等） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 専用使用の許可を受けようとする者は、東大

阪市立スポーツホール専用使用許可申請書を

指定管理者に提出しなければならない。申請し

た事項の変更（市長が定める変更を除く。）を

しようとするときも、同様とする。 

２ 専用使用の許可を受けようとする者は、東大

阪市立スポーツホール専用使用許可申請書（様

式第１）を指定管理者に提出しなければならな

い。 

３ 前項前段の規定による申請をすることができ

る期間は、別表第１のとおりとする。ただし、

第７条の２に規定する事業であって、市長が特

に必要と認める大会等を行う場合は、この限り

でない。 

３ 前項に規定する申請をすることができる期間

は、別表第１のとおりとする。 

４ 指定管理者は、専用使用の許可を行ったとき

は、東大阪市立スポーツホール専用使用許可書

を交付する。 

４ 指定管理者は、専用使用の許可を行ったとき

は、東大阪市立スポーツホール専用使用許可書

（様式第２）を交付する。 

 ５ 第２項及び前項の規定にかかわらず、東大阪

市スポーツ施設情報システムを利用したとき

は、専用使用の許可を受けようとする者は第２

項に規定する申請書の提出を、指定管理者は前

項に規定する許可書の交付をそれぞれ省略す

ることができる。 

 （専用使用許可に係る抽選申込等の制限）  

第３条の２ 専用使用の許可に係る抽選の申込み

をすることができる者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。 

 



 （１） 市内在住者、市内在学者又は市内在勤 

  者 

 

 （２） 法人である団体にあっては、その事務

所等の所在地が市内にあるもの 

 

 （３） 法人でない団体にあっては、その事務

所等の所在地が市内にあるもの又はその代

表者その他の責任者が市内在住者、市内在学

者若しくは市内在勤者であるもの 

 

２ 指定管理者は、市長の承認を得て、専用使用

の許可に係る抽選の申込回数及び先着順によ

る専用使用の許可に係る申請回数について制

限することができる。 

 

（個人使用の許可の申請書） （個人使用の許可の申請書） 

第４条 個人使用の許可を受けようとする者は、

東大阪市立スポーツホール個人使用許可申請

書を指定管理者に提出しなければならない。 

第４条 個人使用の許可を受けようとする者は、

東大阪市立スポーツホール個人使用許可申請

書（様式第３）を指定管理者に提出しなければ

ならない。 

２ 指定管理者は、個人使用の許可を行ったとき

は、東大阪市立スポーツホール個人使用許可書

を交付する。 

２ 指定管理者は、個人使用の許可を行ったとき

は、東大阪市立スポーツホール個人使用許可書

（様式第４）を交付する。 

 （使用期間）  （使用期間） 

第５条 スポーツホールの施設（以下「施設」と

いう。）の使用の期間は、引き続き７日を超え

ることができない。ただし、指定管理者が特に

必要があると認める場合において、市長の承認

を得たときは、この限りでない。 

第５条 使用期間は、引き続き７日を超えること

ができない。ただし、指定管理者が特に必要が

あると認める場合において、市長の承認を得た

ときは、この限りでない。 

第６条 （略） 第６条 （略） 

 （市外加算対象団体）  

第６条の２ 条例別表第１備考１の規則で定める

場合は、法人である団体にあってはその事務所

等の所在地が市外にある場合とし、法人でない

団体にあってはその事務所等の所在地が市外

にあり、かつ、その代表者その他の責任者が市

内在住者、市内在学者又は市内在勤者以外の者

である場合とする。 

 

第７条 （略） 第７条 （略） 



（使用料の還付） （使用料の還付） 

第８条 条例第８条ただし書の規定により、使用

料を還付することができる場合及びその額は、

次のとおりとする。 

第８条 条例第８条ただし書の規定により、使用

料を還付することができる場合及びその額は、

次のとおりとする。 

(１) （略）  (１) （略） 

(２) 第６条の規定による届出を使用の日（以

下「使用日」という。）前７日までに行った

場合 ５割に相当する額 

(２) 第６条の規定による届出を使用日前７

日までに行った場合 ５割に相当する額 

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようと

する者は、東大阪市立スポーツホール使用料還

付請求書に第３条第４項に規定する使用許可

書を添えて指定管理者に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようと

する者は、東大阪市立スポーツホール使用料還

付請求書（様式第５）に第３条第４項に規定す

る使用許可書を添えて指定管理者に提出しな

ければならない。 

 （専用使用許可の申請等の特例）  

第８条の２ 専用使用の許可の申請等の手続は、

第３条第２項前段及び第４項の規定にかかわ

らず、別に定めるところにより、電子情報処理

組織を用いて行うことができる。 

 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を用いて

専用使用の許可を受けた者に係る前条第２項

の規定の適用については、同項中「に第３条第

４項に規定する使用許可書を添えて指定管理

者」とあるのは、「を指定管理者」とする。 

 

（遵守事項） （遵守事項） 

第９条 施設の使用の許可を受けた者は、次に掲

げる事項を守らなければならない。 

第９条 使用の許可を受けた者は、次に掲げる事

項を守らなければならない。 

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

 （細目）  

第１２条 この規則の施行について必要な事項

は、別に定める。 

 

 別表第１スポーツホールの項中「１１日」を「７日」に、「１２日」を「８日」に、「 

１３日から１９日まで」を「９日から１４日まで」に、「１３日から使用日の前日まで」

を「１５日から使用日（電子情報処理組織を用いて申請を行う場合は、使用日の前日）ま

で」に改め、同表に備考として次のように加える。 



備考 

１ 電子情報処理組織を用いない場合において、この表に定める期間の初日が休館日

に当たるときは、当該期間は当該休館日後の直近の休館日でない日から開始するも

のとし、この表に定める期間の末日が休館日に当たるときは、当該期間は当該休館

日前の直近の休館日でない日に終了するものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、抽選申込受付期間、抽選日、当選者使用許

可申請受付期間及び先着順使用許可申請受付期間を変更することができる。 

 様式第１から様式第５までを削る。 

 

附 則 

１ この規則は、令和８年１２月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公布

の日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市立スポーツホール条例施行規則（以下「新規則」という。）の規定

は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の施設の使用について適用し、

施行日前の施設の使用については、なお従前の例による。 

３ 施行日以後の施設の使用に係る手続については、施行日前においても、新規則の規定

の例により行うものとする。 

 


